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１．はじめに

ザンビアにおける基礎教育の現状

　ザンビアでは、第 7次国家開発計画（7NDP）

（2017 ～ 2021 年）のもと、教育セクター

の開発計画「教育・技術セクター計画

2017-2021（ESSP ＝ Education and Skills 

Sector Plan）」を策定し、「2021 年までに

中所得国の仲間入りを目指す」という国家

目標の達成に不可欠な質の高い教育と技術

を習得した人材を育成すべく、様々な政策

を策定、実施している。

　ザンビアの人口は 16.4 百万人で、人口増

加率は年 2.8％（全世界で 16 位）、出生率

は 5.0（全世界で 12 位）（世界銀行 2015 年）、

18 歳以下の人口は全人口の 52.5％を占め

る。また、全人口の 40％が都市部に居住し

ており、農村部には広範な土地に人口が散

らばる。人口密度は 21.5 人／ km2 と全世界

241 カ国中 201 位である（MoGE, 2017）。こ

のように、若年人口が増加し続け、都市部

に人口が集中して農村部では人口が広範に

散らばっているため、基礎教育へのニーズ

は今後も増加するとともに、地域によって

そのニーズは多様となり、すべての子ども

たちに学びの機会を提供することはますま

す困難となる。

　2016 年において、ザンビアの初等教育（1

～ 7 年生）の総就学率は 104.1％、前期中

等教育（8 ～ 9 年生）59％、後期中等教育

（10 ～ 12 年生）23％であった。初等教育の

純就学率は 2000 年代には着実に改善した

が、2010 年代に入ってからは人口増加のス

ピードに対応できず、2012 年以降、純就学

率は減少傾向にある。初等教育を修了して

も、前期及び後期中等教育は進学を希望す

る子どもたちの 40％しかカバーできない。

7 年生までの修了率は 92.4％、9 年生は

68.8％、12 年生は 52.7％であり、これらの

指標は2011年の数値から改善した。しかし、

「教育の質測定のための南東部アフリカ諸国

連合（SAQMEC）」の学力調査では、ザンビア

は引き続き最下位か最下位から二番目の成

績で、教育の質の改善が急務とされている。

パイロット事業の全国展開

　1990 年代後半から、社会にインパクトを

与えうる営利・非営利組織に就職する MBA

（経営学修士）ホルダーが増加し、社会開発

分野における資金提供・ファイナンスにも、
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ビジネスの考え方が導入されるようになっ

た。例えば、財団が NPO 等の非営利団体に

単年度に一定の助成金を出すという従来の

モデルではなく、ハンズオンで事業を支援

する形で長期的に資金提供する仕組みが動

き出し、全米で数多くのベンチャー・フィ

ランソロピー団体が設立された。その代

表例とされる REDF（=Roberts Enterprize 

Development Fund）は、社会的インパクト

を経済的に換算する評価手法として SROI（= 

Social Return on Investment）を提唱した。

　こうした流れの中で、常に大きなテーマ

となったのは、特定の地域で生まれたアウ

トカムを、局所的な個別のサクセスストー

リーに終わらせずに、いかに生み出した成

果をスケールアップするかということで

あった（井上 2020）。

　ザンビア政府は、2004 年に国際協力機構

（JICA = Japan International Cooperation 

Agency）の技術協力のもと、日本の学校で

実践される授業研究を、ザンビアの教員

向け継続的職能開発（CPD = Continuing 

Professional Development）手段として導

入するためのパイロット事業を開始した。

当初のパイロット事業は 1 州で中等教育の

理科のみを対象とした。その成果を踏まえ、

2008 年には対象州を 3 州に増やし、初等・

中等教育の他の科目にも範囲を拡大した。

2011 年に、同国政府はスケールアップ（ザ

ンビアの場合、全国展開）政策を開始した。

　ザンビア中央州でのパイロット事業は、

個別のプロジェクトとしては成功事例であ

る。一方、ザンビア全国には、教育の質の

改善を待ち望む、さらに多くの学校、教員、

生徒や保護者が数百万人もいることから、

ザンビア政府が、パイロット事業のアウト

カムを踏まえて、対象州を増やし、対象と

する教育サブセクターを増やし、科目を増

やすというスケールアップ政策を実施に移

したいと考えたことは理解に易い。

　しかし、途上国におけるこうした社会変

革（ソーシャル・イノベーション）ともい

える事業をスケールアップして、アウトカ

ムを生み出し、持続性を持たせることは容

易ではない。パイロット事業で行った研修

と同じ研修を、ノンパイロット地域の学校

教員に提供するだけでなく、研修を受けた

教員や彼らの所属する学校の教員に意識改

革、行動変容をもたらし、授業研究の実施

につなげるという変化をもたらすことがス

ケールアップでも求められる。

　国際社会のスケールアップに注目する動

きに合わせて、米国ブルッキングス研究所

は、教育の質改善イニシアティブのスケー

ルアップ達成状況に注目する「Millions 

Learning Project」を取り纏め、ザンビアに

おける授業研究プログラムは、2015 年に世

界のベストプラクティス 14 事例の一つに取

り上げられた。Millions Learning Project

では、低所得及び中所得国において実施さ

れている教育の質改善プログラムのうち、測

定可能で顕著な成果を達成したプログラム

を選定して、その成功要因を分析し、報告

書に取り纏めた。同報告書によると、ザンビ

アの授業研究の成功要因としては、教員を

単なる研修の対象とするのではなく、変化

を担うエージェントとして位置付け、教員間

の信頼構築・醸成を目指したこと、授業研

究のデザインや実施における柔軟性、そし

て、政府と JICA による新たな技術協力プロ

ジェクトではなく、既存の現職教員研修プ

ログラムを補完・強化するものとして導入さ

れたこと、政府によるオーナーシップの高さ、

などをとりあげた（Robinson 2016）。

　広島大学教育開発国際協力研究センター

とザンビア大学教育学部は、この授業研究

のパイロット事業で得られたアウトカムを

スケールアップするというザンビア教育省

の政策が、パイロット事業の対象州ではな

かった州（ノンパイロット州）の学校にお

いて、実際にどのように実施され、どのよ

うな成果をあげているのか、何か課題があ
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るのか、またその課題解決にはどのような

対策が必要と考えられるか、を明らかにす

るために共同研究を行うこととした。

　本稿には、研究の目的と方法、これまで

のファインディング、今後の研究計画につ

いて取り纏めた。

２．研究の目的

　本研究では、ザンビアにおける授業研究

のスケールアップ政策、つまり全国展開政

策によって、ノンパイロット州の学校の教

員は授業研究を実践するようになったか、

教員や生徒の意識や行動にどんな変化が

あったか、を確認する。その結果に基づい

て、授業研究の全国展開政策の実施にあたっ

ての貢献要因及び阻害要因を分析し、課題

がある場合は、その課題解決のための介入

のあり方を検討することを目的とする。

　本研究のリサーチクエスチョンは以下の

通り。

1） 全国展開政策により、ノンパイロッ

ト州の学校では、どのような投入が

提供され、活動が行われたか。

2） ノンパイロット州の学校の校長や教員

によって授業研究の考え方や方法は

どのように理解、実践され、彼らの意

識や行動に何か変化をもたらしたか。

3） ノンパイロット州の都市部と農村部

の学校において、授業研究の理解を

促し、実践を進める上での貢献要因

と阻害要因は何か。

4） 上記で確認された阻害要因を軽減し、

授業研究を通した校内 CPD（SBCPD = 

School-based CPD）強化につなげる

には、どのようなアプローチが効果

的と考えられるか。

３．研究の方法

　本研究は、日本における授業研究の経験

を踏まえつつ、ザンビアの教育政策や教育

の現状、背景となる社会・文化事情に関す

る深い理解に基づいて分析を行い、より現

実的で有益な提言を生み出すために、前述

の通り、広島大学教育開発国際協力研究セ

ンターとザンビア大学教育学部の研究者に

よる共同研究として実施した。

　本研究におけるデータ収集・分析方法と

手順は、以下の通り 2016 年から 6 つの段階

に分けて実施する計画である。現在は、第

5 段階の分析段階にある。エンドライン調

第 1段階（2016 年 6 月実施）：

 1 － 1　文献レビューによるスケールアップ政策の進捗把握、対象校視察とベースライン調査

 1 － 2　現状分析と実験的介入計画策定ワークショップ

第 2段階（2016 年 7 月～ 2017 年 9 月）：

 2 － 1　介入実施（対象校における授業研究に関する理解促進支援）

第 3段階（2017 年 10 月実施）：

 3 － 1　エンドライン調査 1（教員と生徒に対する質問票調査と教員へのインタビュー）

 3 － 2　貢献要因及び阻害要因分析

第 4段階（2018 年 9 月実施）：

 4 － 1　エンドライン調査 2（教員と生徒に対する質問票調査と教員へのインタビュー）

 4 － 2　貢献要因及び阻害要因分析（セオリー・オブ・チェンジを用いた分析）

第 5段階（2019 年 7 月実施）：

 5 － 1　要因分析結果検証のための追加インタビュー調査（理科教員へのインタビュー）

第 6段階（2021 年実施予定）：

 6 － 1　課題解決ワークショップ（コレクティブ・インパクト・アプローチを活用）

 6 － 2　結果取り纏め



表 1：第 1段階から第 4段階のルサカ州対象校概要
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査は、介入実施後と、さらに期間をあけて

の変化もみるために 1年後にも行った。

　今後は、第 6段階の現地でのワークショッ

プ開催と結果取り纏めを計画している。

４．対象地域・対象校

　本研究の対象地域は、中央政府及び州教

育事務所からの調査許可を得るための時間、

各学校へのアクセスにかかる時間などを勘

案して、ノンパイロット州の一つであり、

ザンビア大学が位置するルサカ州とした。

第 1 段階から第 4 段階における対象校とし

て、ルサカ州都市部から後期中等学校 1校（A

高校）、並びに農村部から後期中等学校 1 校

（B 高校）を選定した。これらの対象校の概

要は、表 1 に示す通り。

　第 5 段階の追加インタビュー調査は、第

1 段階から第 4 段階で対象とした 2 校と

は別に、他の学校での授業研究の状況や、

SBCPD によって教育の質を改善するにあ

たっての阻害要因を確認するために、ルサ

カ州から 5 校を選定して実施した。

５．ザンビアにおける授業研究の概要

と成果

　ザンビア政府は、同国の授業が総じて

「チョーク＆トーク」といわれる知識伝達型

の授業となっていることから、子どもの思

考や活動を促す参加型への転換を図ること

を目指し、2004 年に、JICA の支援を受けな

がら授業研究を導入することを決定した（馬

場・中井 2009）。以後、パイロット州での

実施から全国展開を進め、現行教育開発計

画 ESSP でも授業研究による CPD を優先政策

の一つとしている。

　遡って、ザンビア一般教育省は、1996 年

に教育政策「Educating Our Future」を発

表し、同国における教育の分権化、アクセ

スの拡大と公平性確保、教育の質の向上の

ために、教員向け CPD を優先戦略に位置付

けた。同教育政策に沿って、現職教員任期

における学校プログラム（SPRINT = School 

Programme of In-service for the Term）

フレームワークを開発し、SBCPD を導入し、

制度化を図った。
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　2004 年から 2005 年にかけて、現職教員に

よる授業や現職教員研修の実施状況を調査、

分析し、プロジェクトの枠組みを作成した。

これに基づいて、2005 年、ザンビア教育省

（当時）と JICA による技術協力プロジェク

ト「SMASTE（= Strengthen Mathematics, 

Science and Technology Education1）理科

研究授業支援プロジェクト（フェーズ 1）」

が開始された。同プロジェクトは、理科を

対象科目、前期・後期中等教育（8 ～ 12 年

生）を対象学年とし、中央州をパイロット

州として 2 年間に亘って実施された。同プ

ロジェクトを通して、学習活動にも改善が

みられ、対象科目や学年以外への授業研究

活動の広がりなど予想以上のインパクトが

確認された。これを受けて、2008 年から「ザ

ンビア共和国 SMASTE 授業研究支援プロジェ

クトフェーズ 2」が開始された。フェーズ 2

では、中央州において初等教育の理科以外

の教科での授業研究導入、新規パイロット

2 州（コッパーベルト州、北西部州）では

前期・後期中等教育レベルの理科の授業研

究導入が行われた（JICA 2010）。

　フェーズ 1 で開発された「授業研究によ

る SBCPD 実施ガイドライン第 3 版（MoE & 

JICA 2007）」によると、ザンビアでの授業

研究は、1）課題やテーマの設定、2）教員

の共同作業による研究授業の準備、3）研究

授業の実施と参観、4）研究授業の反省会、

5）反省をもとにした授業案の改善、6）改

善した授業の実施と参観、7）改善した授業

の反省会、8）研修内容のまとめ、という 8

つの活動を含むサイクルで実施されている。

学期中に、教科ごとや担当学年ごとに教員

がグループになり、毎月グループごとにこ

のサイクルを実施する。学校での授業研究

を促進するために、休暇中に州や都レベル

で学校管理職に対するワークショップ実施、

州・郡教育事務所による支援などの仕組み

も取り入れられた（馬場、中井 2009）。

　フェーズ 1 プロジェクトを通して、中

央州の 213 校において 1,989 人の教員が、

フェーズ 2 では全パイロット 3 州の 1,057

校において 14,035 人の教員が授業研究に参

加した。ここまでの成果を受けて、ザンビ

ア政府は、授業研究の全国展開を目指す「学

校ベースの継続的な職能開発マスタープラ

ン（2010）」を策定し、2011 年から全国展

開の開始となった。2011 年から 2015 年に、

全国 10 州の約 3,000 校、42,000 人の教員

を対象として、JICA 技術協力「ザンビア共

和国授業実施能力強化プロジェクト（STEPS 

= Strengthen Teachers’ Performance and 

Skills through SBCPDP Project）」が実施

された（Nakai 2016）。

　上記マスタープランに沿って、教員養成

校の能力強化と養成課程の質向上、授業研

究の質の担保を目指し、2016 年から 2019 年

に JICA 支援による「教員養成校と学校現場

との連携による教育の質改善プロジェクト

（IPeCK = The Project for Improvement of 

Pedagogical Content Knowledge: Linking 

Pre-Service and In-service Education）」

が実施された。ザンビア一般教育省は、全

国展開と教員養成校の能力強化を行うこと

によって、2023 年までに、全国 10 州の残

り 9,500 校、約 10 万人の教員に授業研究を

普及させる方針だ（Nakai 2016）。

　ザンビア STEPS は、2014 年から 2015 年

にかけて授業研究のインパクト調査を実施

した。同調査は、当初からのパイロット州

中央州、フェーズ 2からパイロット州となっ

た北西部州、全国展開から授業研究の対象

となったノンパイロット州である東部州の

3 州から、中等学校 54 校をサンプル校とし

て選定し、2009 年から 2013 年にかけて生

徒の学習達成度の変化を確認するために実

施された。調査結果によると、州レベルの

理科の試験の合格率は、中央州で 2009 年

の 60.78％から 2013 年には 63.23％に、北

西部州は 35.47％から 73.24％に、東部州は

48.33％から 50.72％に増加した。同じく州
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レベルの数学の試験の合格率は、中央州で

2009 年の 41.75％から 2013 年には 48.72％

に、北西部州は 27.07％から 60.42％に、

東部州は 44.63％から 44.90％に増加した

（MESVTEE 2015）。

　調査対象 3 州のいずれにおいても、授業

研究の実施と合格率に正の相関関係がみら

れ、特に数学における相関が強い。また、

2005 年から授業研究を始めていた中央州に

比べて、2008 年から対象州となった北西部

州の方が合格率に大きな改善がみられた。

2011 年から授業研究を導入した東部州で

は、ほとんど変化がみられなかった。また、

質問票調査から、3 州とも、教員の意欲や

態度、教授方法、生徒の授業態度や関心に

正の変化がみられた。

　なお、同調査報告書では、「授業研究を

熱心に実施することで生徒中心授業の割合

を増やし、中期的には生徒の試験合格率の

向上に貢献していることが確認されたもの

の、州ごと、教科ごとに程度に差がみられ

るため、さらなる分析が必要」としている

（MESVTEE 2015）。

　馬場と中井（2009）は、ザンビアの授業

研究における課題を以下のように指摘して

いる。

　ザンビアの授業研究において日本のそ

れとの顕著な違いは、授業研究を通じて

目指すべき授業像が、教育関係者や教員

に共通理解として存在していないという

点にある。・・・（中略）・・・つまり、特

定の理想を実現するという明確な目的の

ために、手段として授業研究を用いるの

ではなく、目的はあいまいな部分を残し

たまま、手段として授業研究を用いる中

で、教員が試行錯誤を行い、理想とする

授業像を模索している。この点に開発途

上国における問題「教科教育研究や実践

の弱さ」が露呈しているし、同時に授業

研究の特徴「斉一性よりも変化や創造を

求める柔軟性」が表れている（馬場・中

井 2009）。

　ザンビアにおける授業研究については、

教員側の生徒中心型の教授法に対する理解

と実施は未だ表面的という指摘がある一方

で、同プロジェクトのインパクト評価結果

からは、授業研究を実践したことで、教員

の授業計画策定や生徒の試験成績に改善が

みられる（Lingambe et al., 2014)）。た

だ、一部の校長や教員には、授業研究を通

した CPD に対して、政府によって一方的に

学校や教員がさらなる負荷を負わされた、

というように否定的な姿勢を見せる者もい

る（Jung 2016）。

　全国展開を行った「STEPS プロジェクト

終了時評価報告書」では、パイロット州で

は平均 90% 以上の授業研究実施率が認めら

れ、ノンパイロット州でも 50% を超える実

施率を達成しており、有効性はやや高いと

評価している。

　また、ノンパイロット州のサンプル調査

では「生徒の主体的学習」や「学習の質」

の評価において、当初設定した目標値を超

える結果が現れ、インパクトも大きいとし

た。貢献要因としては、ザンビアの既存

の SPRINT や CPD など現職教員研修制度を

活用したこと、広島大学からの技術支援や

第三国研修が挙げられている。課題として

は、増大する生徒数に対応するため複数シ

フト制で授業を行っている中で、授業研究

を行う時間が取りにくいこと、へき地の学

校では授業研究に関わらず学校運営全外が

難しいこと、校長等マネジメントからの支

援が不足していることが挙げられた（JICA 

2015）。

　STEPS プロジェクトのロジック・モデル

は表 2の通り。
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６．これまでのファインディング

第 1段階

　ノンパイロット州における授業研究の実

施状況を理解するために、文献レビューに

続いて、ルサカ州の 2 つの高校の視察と

インタビュー、関係者とのワークショッ

プ に お け る SWOT（Strengths, Weakness, 

Opportunities, Threats）分析を行った。

　インタビュー及び SWOT 分析から以下のこ

とが理解された。STEPS が行った授業研究

の研修には両学校から教員一名ずつが参加

した。その研修後に、研修を受けた教員に

より、学校で一度は説明会が行われた。授

業研究は時間がかかるため、大人数の生徒

に対応するため複数シフトで教えている教

員にとっては余計な負担と映ってしまう。

両学校とも、教員間で互いの授業を参観す

る仕組みはなく、文化的にも互いの授業を

評価することには抵抗感がある。学校マネ

ジメントからの理解や支援はない。州や郡

政府からも指導や支援はない。

　この時点では、どちらの高校でも授業研

究は行われていないことが判明した。

第 2段階

　上記ワークショップにおいて、ザンビア

大学の研究者及び対象高校と郡教育事務所

の関係者と協議し、本研究による授業研究

を実践につなげ、SBCPD を強化するための

方策を明らかにするための介入として、本

研究の技術支援を受けながら、対象とした

2 つの高校において、授業研究のオリエン

テーション、続いて、授業研究の準備→実

施と参観→反省会の一連の活動を行うこと

とした。この決定に沿って、第 2 段階で、A

高校（都市部）と B高校（農村部）において、

2016 年と 2017 年にそれぞれ 1 回ずつ、2 校

あわせて計 4 回、ザンビア大学教育学部教

員がファシリテーターとなって「理数科教

員対象の授業研究を実施」の介入を行った。

第 3段階・第 4段階

　介入直後の第 3 段階と 1 年後の第 4 段階

に、エンドライン調査を行った。質問票（添

付資料）は介入前に行ったベースライン調



図 1．A高校及び B高校における質問票各質問におけるレーティング平均値の変化
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査と同じで、5 段階のリッカート尺度を用

いて、教員に、1）学校における授業研究の

実施状況、2）自らの教員としての知識とス

キル、3）生徒の学習態度や達成度、につい

てのレーティングを依頼した。その結果は

図 1の通り。

　A 高校は、ベースライン調査（黒実線）

と介入実施直後の第 1 回エンドライン調査

（灰色実線）の結果を比較すると、介入後は

全体的に数値が上がっている。教員自らの

知識やスキルに対する評価が上がっており、

授業研究への関心が高まったようにみえた。

しかし、介入から 1 年たった第 2 回エンド

ライン調査（黒破線）では、ゾーンや学校

のコーディネーター、郡リソースセンター

によるモニタリングに改善がみられたが、

その他の質問ではレーティングが下がった。

B 高校では、ベースライン調査から第 1 回

エンドライン調査にかけて、教員の自己評

価で改善が見られたが、学校での授業研究

実施体制や生徒の学習達成度は平均値が低

下した。第 2 回エンドライン調査では、学

校での授業研究の実施体制に改善がみられ、

生徒の達成度も上がったが、教員自らの知

識やスキルに対する評価は、低下した。

　校長へのインタビューでは、ザンビア

政府が、2016 年後半に「授業研究による

SBCPD 強化を、理数科だけでなく全教科で
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進めるように」との政策を出したことから、

A 高校も B 高校も授業研究を重視している

との回答があった。政府政策で州や郡、ゾー

ンによるモニタリングは強化され、校長の

意識も向上したが、教員の実践にはつながっ

ていない。

第 5段階

　SWOT 分析、第 1 回及び第 2 回エンドライ

ン調査の結果、介入後、A 高校では授業研

究は行われていないようで、全体にレーティ

ングの値が下がった。B 校では授業研究は

行われ、生徒の学びに対するレーティング

は多少上がったが、教員の自己評価は下がっ

た。特に、第 2 回エンドライン調査で、両

校とも保護者の支援や学校の教育環境につ

いて教員からのレーティングが下がってお

り、都市部、農村部共に教育環境が悪化し

ていることが懸念された。

　こうした状況を踏まえ、授業研究実践の

阻害要因を探るため、第 5 段階では新たに

都市部と農村部の 5 つの高校を選んで、授

業研究実施に加え、生徒数やシフト制、教

科書や教材、教員の抱える課題等について

インタビュー調査を行った。このデータは

現在分析中である。

７．今後の研究計画

　表 2「 STEPS のロジック・モデル」は、

同プロジェクトに、学校での授業研究実施

に加え、基盤整備、質の担保のための仕組

などを組込みまれ、有効性を高めるための

工夫がなされていることを示す。若者の人

口増加とそれに伴う教員の負担増、教科書

や教材の不足などの外部要因を考えても、

同国における教育の質の改善のために授業

研究を通した SBCPD は有効性や持続性から

適した戦略と考える。では、どうすれば実

践につながるのか。

　第 6 段階ではコレクティブ・インパクト

（社会変化の共創）アプローチを用いて、ス

テークホルダーとともに、貢献要因や阻害

要因の詳細分析を行う予定である。コレク

ティブ・インパクト・アプローチでは、授

業研究のステークホルダーだけでなく、他

者も含めてシステムのダイナミズムに気づ

き、新たな選択肢を出現させていくアプロー

チである。「異なるセクターから集まった重

要なプレーヤーたちのグループが、特定の

社会課題の解決のため、共通のアジェンダ

に対して行うコミットメント」と定義され

（Kania & Kramer 2011; 井上 2019）、ザン

ビアにおける授業研究活動のスケールアッ

プ展開をレビューする上で有益と考えた。

　コレクティブ・インパクト・アプロー

チ は、1） 共 通 の ア ジ ェ ン ダ（Common 

Agenda）、2） 互 い に 補 強 し 合 う 活 動

（Mutually Reinforcing Activities）、3）

恒常的なコミュニケーション（Continuous 

Communication）、4）専任スタッフのいる支

援組織（Backbone Support Organization）、

5） 成 果 の 測 定 方 法 の 共 有（Shared 

Measurement Systems）、の 5 点を柱とする

（Kania & Kramer 2011）。

　これら 5 点の柱に沿って、授業研究活動

のスケールアップ政策実施に新たなダイナ

ミズムを生み出すには、どのような「活動」

により、どのような「インパクト」を生み

出していくことが必要なのか、をステーク

ホルダーと協議する。そして、「活動」と「イ

ンパクト」をつなぐ具体的変化のプロセス

を明示化する。図 2 に、授業研究を取り入

れた SBCPD 強化により、各ステークホルダー

にどのような変化が起こり、インパクトに

つながるのかを示すセオリー・オブ・チェ

ンジ（変化の理論）の案を作成した。第 6

段階ではこうしたツールを活用してワーク

ショップで分析を行い、実践的研究を進め

る計画である。
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添付資料 1．教員向け質問票

1. About Your School Situation:

1-1 The teachers in my school generally clearly 

understand the objective and method of 

“lesson study”.

1-2 The teachers agree that lesson-study activities 

are useful for improving teaching in general.

1-3 The head teacher has been actively supporting 

the lesson-study activities.

1-4 The teachers have been collaboratively 

practising the lesson-study activities.

1-5 The head teacher gives us technical advice to 

improve our teaching.

1-6 The zone/school in-service coordinators 

monitor our teaching/learning and give us 

technical advice.

1-7 The district resource centre coordinator 

monitors our teaching/learning and gives us 

technical advice.

1-8 The pupils’ guardians are interested in the 

teaching/learning environment at the school.
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1-9 The pupils’ guardians are supportive of 

improving the teaching/learning environment.

1-10 Our school provides an inclusive teaching/

learning environment for all the pupils.

2. About Your Own Knowledge and Skills:

2-1 I can explain the objective and method of 

lesson study to my colleagues.

2-2 I have planned and conducted a lesson study 

following the lesson-study cycle.

2-3 I write lesson plans for all of my lessons.

2-4 I use adequate teaching materials and 

textbooks during my lesson planning.

2-5 I encourage pupils to provide explanations of 

how they arrive at solutions/answers during a 

lesson.

3. About the Pupils’ Achievement:

3-1 Our pupils have shown more interest in the 

lessons after introducing lesson study.

3-2 Our pupils have shown better understanding 

of the lessons after introducing lesson study.

3-3 Our pupils’ achievement has improved after 

introducing lesson study.

3-4 Our pupils’ national examination pass rate 

(Grade 12) in science has improved after 

introducing lesson study.

3-5 Our pupils’ national examination pass rate 

(Grade 12) in mathematics has improved after 

introducing lesson study.
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A case study was conducted employing exploratory sequential design of the 
mixed methods research design to examine the progress and effectiveness of the 
scaling-up policy in lesson study activities introduced by the Zambian government. 
This policy was implemented initially in a few pilot provinces and later in non-pilot 
provinces. The major objectives of the study were as follows: (a) to examine whether 
the scaling up of lesson study has benefited school management and teachers; (b) 
to observe whether the concept and method of lesson study and student-centered 
learning have been understood, interpreted, and practiced by teachers in the non-
pilot provinces; (c) to clarify whether cognitive and non-cognitive development of 
students has been observed in the classrooms; and (d) to identify factors inhibiting the 
realization of an inclusive, quality education in the process of scaling up lesson study.

The findings indicate that in schools, for example, in one of the non-pilot 
provinces, Lusaka Province of Zambia, lesson study activities were conducted 
only because the school was obliged to follow the government policy. Neither the 
concept nor the methods of the lesson study were properly understood or practiced 
by the teachers. This study therefore suggests that to realize substantial scaling up of 
lesson study, there is a need to strengthen not only policy dissemination or cascade-
type training, but also school-based training and follow-up for teachers. Further, 
headteachers and local education offi cers should provide teachers with the necessary 
skills and resources.

Based on this study fi ndings and future qualitative data collection and analysis 
by applying the collective impact approach, future studies would involve identifying 
stakeholders’ roles, potentials, constraints, and factors that can contribute to effective 
implementation of lesson study in Zambian schools.


